
第１０号様式（第８条関係）

１．申請者概要

２．事業結果概要 ※適宜枠を広げてご記載ください。書き切れない場合は、別紙（Ａ４サイズ）の添付も可。

□

□

□

数 単位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

（注）１　補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額を記入してください。
　　　２　補助対象経費(dとh)の合計額×3/4の額が20万円を下回る場合は、補助金の対象にはなりません。
      ３　補助金交付申請額＝(dとh)の合計×3/4（千円未満切り捨て）で、50万円が上限です。
      ４　適宜、行を追加してください。
      ５　経費の積算根拠が確認できる書類（領収書、引き落とし口座の写し等）を添付してください。

事業内容①

コロナウイルス感染症対策に伴う、本事業による新たな取り組み内容
※従来から行っている事業内容は補助の対象とはなりません。

【ア】販路拡大

（具体的な
内容）

新たな取り組み 従来の内容

【イ】営業形態の変更（デリバリー、ネット販売等）

0
0

合計 0 0

0
0
0

（具体的な
内容）

0
0
0

0
0
0

①  売上回復事業

代表者役職氏名

事業結果概要書（その２）兼収支決算書

名称（屋号）

支出内訳①

証拠
書類
番号

支出
目的
・
用途

支出品目

数量(a)

単　価
(b)

（税込
み）

補助事業に要
する経費

（税込み）
(c)=(a)×(b)

補助対象経費
（税抜き）

(d)

新たな取り組み 従来の内容

その他【ウ】

（具体的な
内容）

新たな取り組み 従来の内容
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□

□

□

数 単位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

事業実施
期間

0
0
0

合計 0 0

（注）１　補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額を記入してください。
　　　２　補助対象経費(dとh)の合計額×3/4の額が20万円を下回る場合は、補助金の対象にはなりません。
      ３　補助金交付申請額＝(dとh)の合計×3/4（千円未満切り捨て）で、50万円が上限です。
      ４　適宜、行を追加してください。
      ５　経費の積算根拠が確認できる書類（領収書、引き落とし口座の写し等）を添付してください。

令和　　　年　　　　月　　　　日　　～　　令和　　　　年　　　　月　　　　日

0
0

0

0
0

0
0

支出内訳②

証拠
書類
番号

支出
目的
・
用途

支出品目

数量(e)
単　価
(f)

（税込
み）

補助事業に要
する経費

（税込み）
(g)=(e)×(f)

補助対象経費
（税抜き）

(h)

【イ】衛生対策（サービス利用等）

（具体的な
内容）

新たな取り組み 従来の内容

0

②感染防止対策事業

事業内容②

コロナウイルス感染症対策に伴う、本事業による新たな取り組み内容
※従来から行っている事業内容は補助の対象とはなりません。

【ア】衛生対策（施設改修、設備改修等）

（具体的な
内容）

新たな取り組み 従来の内容

【ウ】その他（機器購入等）

（具体的な
内容）

新たな取り組み 従来の内容
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３．収支決算書

借入金

その他

国補助金 充当不可

県補助金 0
奈良県新型コロナウイルス感染症

対策緊急支援事業補助金

合計

収入額合計

区分 予算額 備考

自己資金

支出額合計

合計額 0

①売上回復対策

②感染防止対策

0 0

0 0

0 0 0

補助事業に要する経費
（税込み）

補助対象経費
（税抜き）

補助金交付見込額
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設置備品等の写真　（適宜ページを追加して貼付してください）
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